
１．紀伊半島大水害を踏まえた自然災害への緊急的な対応
（単位：千円）

農林水産部 112
海岸保全施設整備事業費
（国補公共事業）

県内の農地海岸堤防の大半は、伊勢湾台風後に
築造され、築後約50年が経過しています。部材の
経年変化、波力等による損傷や機能低下が進行し
ているため、海岸保全施設の機能強化（台風時の
高潮対策及び耐震対策）や堤防補強対策により、
人命や資産の防護を図る必要があります。
また、自然災害の発生に備えて堤防機能の確保を
図るため、その脆弱箇所の補修・補強対策に取り
組むとともに、優先度の高い箇所から効率的な整
備を行うことにより施設の安全性を向上させます。

（56,850）
38,850

農林水産部 112
基幹土地改良施設防災機
能拡充保全事業費（国補
公共事業）

県内には基幹的役割を果たす排水機場等の土地
改良施設が多数ありますが、老朽化等で機能が十
分に確保できないことにより、局地的な集中豪雨や
台風時に農地や人家等に多大な被害が起こること
が想定されます。これらの施設について、施設の
整備等を行なうことにより機能の向上を図り、被災
を軽減し、県民の安全を確保します。

（518,720）
282,320

農林水産部 112
地すべり対策事業費（国補
公共事業）

台風時や梅雨前線等による集中豪雨等により地す
べりが発生すると農地や人家等に多大な被害が起
こることが想定されます。そのため、地すべり防止
区域において施設を整備することにより県民の生
命や財産を守ります。
施設整備については、地すべりが発生する危険が
高い地域から重点的に整備し、堰堤など被害を軽
減する防災施設の整備を進めます。

（62,200）
25,200

農林水産部 112
緊急復旧治山事業費（国
補公共事業）

紀伊半島大水害により、「激甚災害」に指定された
地区のうち、浸水家屋戸数が２，０００戸以上など
の一定の要件に該当する被害が発生した地域に
おいて、緊急かつ集中的に復旧対策のための施
設整備を実施することにより、今後の降雨等による
再度の林地崩壊等の二次災害から、県民の生命・
財産を保全します。

(490,410)
439,110

農林水産部 112
漁港海岸防災・減災対策
プログラム事業費（国補公
共事業）

紀伊半島大水害など近年多発している自然災害を
踏まえ、高潮や津波が河川を遡上し、背後集落に
甚大な被害が発生する恐れがあるため、水門を整
備し、高潮、津波等による背後集落の浸水被害を
防止することにより、地域住民の安心・安全を確保
する措置を講じる町に対し支援します。

(35,000)
0

県土整備部 111
道路啓開対策事業費（県
単公共事業）

大規模地震・津波が発生した際に孤立が懸念され
る熊野灘沿岸地域において、道路啓開を迅速に展
開できる態勢の整備を進めます。

530,000

県土整備部 112
河川総合流域防災事業費
（国補公共事業）（一部）

異常気象時や災害発生時に現地状況を把握する
とともに、市町による避難情報発出の参考となる情
報提供を行うため、水位計の設置等を進めます。

106,750

特定政策課題枠 事業一覧表

施策 事業費細事業名 事業概要部名

別紙２

1










